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地域活性化総合特別区域計画 

 

作成主体の名称: 略 

 

１ 地域活性化総合特別区域の名称 略 

 

２ 地域活性化総合特別区域計画の実施が地域活性化総合特別区域に及ぼす経済的社会的効果 

 ① 総合特区の目指す目標 略 

② 評価指標及び数値目標 

評価指標(1)：素材供給量 

数値目標(1)：町内 22,535 ㎥（平成 26 年）→40,000 ㎥（平成 32 年） 

評価指標(2)：林業・林産業生産額 

数値目標(2)：276,679 万円（平成 26 年）→330,000 万円（平成 32 年） 

評価指標(3)：林業・林産業従事者数 

数値目標(3)：289 人（平成 26 年）→350 人（平成 32 年） 

評価指標(4)：林道路網密度 

数値目標(4)：45.5ｍ/ha（平成 26 年）→49ｍ/ha（平成 32 年） 

評価指標(5)：熱エネルギー自給率 

数値目標(5)：39％（平成 26 年）→59％（平成 32 年） 

評価指標(6)：電力エネルギー自給率 

数値目標(6)：0％（平成 26 年）→45％（平成 32 年） 

 

３ 特定地域活性化事業の名称 略 

 

４ その他地域活性化総合特区における地域の活性化のために必要な事項 

ⅰ）一般地域活性化事業について 

   総合特区の目指す目標を達成するため、特定地域活性化総合特区事業とも連携しながら、以下の 

取組みを行っていく。 

 

 ①高密度連絡路網整備事業（森林資源循環利用林道整備事業、別紙２－３） 

 

 ⅱ）その他必要な事項 略 

 

地域活性化総合特別区域計画 

 

作成主体の名称: 略 

 

１ 地域活性化総合特別区域の名称 略 

 

２ 地域活性化総合特別区域計画の実施が地域活性化総合特別区域に及ぼす経済的社会的効果 略 

 ① 総合特区の目指す目標 略 

② 評価指標及び数値目標 

評価指標(1)：素材供給量 

数値目標(1)：町内 22,535 ㎥（平成 26 年）→40,000 ㎥（平成 32 年） 

評価指標(2)：林業・林産業生産額 

数値目標(2)：276,679 万円（平成 26 年）→330,000 万円（平成 32 年） 

評価指標(3)：林業・林産業従事者数 

数値目標(3)：289 人（平成 26 年）→350 人（平成 32 年） 

評価指標(4)：林道路網密度 

数値目標(4)：45.5ｍ/ha（平成 26 年）→49ｍ/ha（平成 32 年） 

評価指標(5)：熱エネルギー自給率 

数値目標(5)：39％（平成 26 年）→43％（平成 32 年） 

評価指標(6)：電力エネルギー自給率 

数値目標(6)：0％（平成 26 年）→45％（平成 32 年） 

 

３ 特定地域活性化事業の名称 略 

 

４ その他地域活性化総合特区における地域の活性化のために必要な事項 

ⅰ）一般地域活性化事業について 

   総合特区の目指す目標を達成するため、特定地域活性化総合特区事業とも連携しながら、以下の 

取組みを行っていく。 

 

 

 ⅱ）その他必要な事項 略 
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別紙２－３ ＜高密度連絡路網整備事業＞【１／１】 

 

１ 一般地域活性化事業の名称 

高密度連絡路網整備事業（森林資源循環利用林道整備事業） 

 

２ 一般地域活性化事業の内容 

① 事業概要 

   町有林と国有林との下川地域森林整備推進協定に基づく、共同施業団地内の森林施業の効率化と 

コスト削減を図ることを目的に、林道等の整備を行う。 

 

② 支援措置の内容 

  共同施業団地内の森林整備の推進に必要な林道等の開設に対する財政上の支援措置。 

 

 

③ 事業実施主体 

  下川町 

 

④ 事業が行われる区域 

  共同施業団地内 

 

⑤ 事業の実施期間 

平成２３年度～ 

 

⑥ その他 

一般地域活性化事業の実績 

・森林整備加速化・林業再生事業（平成２３年度～平成２６年度） 

・林業専用道整備事業（平成２３年度～平成２９年度） 

・農村漁村地域整備交付金（平成２３年度～平成２９年度） 

・森林資源循環利用林道整備事業（平成３０年度～） 

 

別紙２－４ ＜地域活性化総合特区支援利子補給金＞【１／１】 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２－４ ＜地域活性化総合特区支援利子補給金＞【１／１】 略 
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別紙２－８ ＜地域において講ずる措置＞ 

１．地域独自の税制・財政・金融上の支援措置 

 (1)私有林整備支援補助事業（平成 24 年度～） 

  →森林所有者が行う植林、除間伐、枝打ち、作業路整備等への支援 

(2)ＦＳＣ（森林認証）管理事業（平成 24 年度～） 

  →森林認証を取得した森林の管理 

(3)町有林管理事業（平成 24 年度～） 

  →町有林の適正管理と森林施業の推進 

(4)町有林整備事業（平成 24 年度～） 

  →町有林を整備するための各種施策（主伐、造林、下刈、除間伐、作業路開設など）の実施 

 (5)森林資源量解析事業（平成 24 年度～） 

  →森林資源解析システムの管理・運用 

 (6)特定母樹園整備事業（平成 28 年度～） 

  →クリーンラーチの資源確保に繋げるための公営採取園の整備 

(7)林道網整備事業（平成 24 年度～） 

  →町有林内の林道網整備・管理等 

(8)林業・林産業振興事業補助金（平成 24 年度～） 

  →経営安定・強化を図るために行う施設、機械、設備整備事業への支援 

(9)林業・林産業担い手育成事業補助金（平成 24 年度～） 

  →事業者の従事者が行う研修への支援 

 (10)林業・林産業人材確保支援事業（平成 28 年度～） 

  →北海道内農業高校森林科学コースの学生等の実習やインターンシップ受入れの実施 

(11)森林作業員就業条件整備事業補助金（平成 24 年度～） 

  →就労日数に応じて作業員への奨励金支給 

(12)林業労務改善協議会運営助成金（平成 24 年度～） 

  →林業関係者の労務改善と福利厚生事業を行う協議会への支援 

(13)地域材振興資金利子補給事業（平成 24 年度～） 

  →地域材加工流通施設の経営安定、流通合理化のため借入れた資金への利子補給 

(14)製材業事業資金利子補給金（平成 24 年度～） 

  →製材業等営む者の協同組合に、事業の協働化、工場の集団化、企業構造の高度化、その他林産事業 

に必要な資金を貸し付けた場合の損失補償及び利子補給 

(15)林産協同組合事業補助金（平成 24 年度～） 

  →地域製材の販路拡大に係る経費への支援 

別紙２－８ ＜地域において講ずる措置＞ 

１．地域独自の税制・財政・金融上の支援措置 

 (1)私有林整備支援補助事業（平成 28 年度事業費：9.9 百万円） 

  →森林所有者が行う植林、除間伐、枝打ち、作業路整備等への支援 

(2)ＦＳＣ（森林認証）管理事業（平成 28 年度事業費：0.5 百万円） 

 →森林認証を取得した森林の管理 

(3)町有林管理事業（平成 28 年度事業費：14.7 百万円） 

  →町有林の適正管理と森林施業の推進 

(4)町有林整備事業（平成 28 年度事業費：148.5 百万円） 

  →町有林を整備するための各種施策（主伐、造林、下刈、除間伐、作業路開設など）の実施 

 (5)森林資源量解析事業（平成 28 年度事業費：0.5 百万円） 

  →森林資源解析システムの管理・運用 

 (6)特定母樹園整備事業（平成 28 年度事業費：0.3 百万円） 

  →クリーンラーチの資源確保に繋げるための公営採取園の整備 

(7)林道網整備事業（平成 28 年度事業費：87.4 百万円） 

  →町有林内の林道網整備・管理等 

(8)林業・林産業振興事業補助金（平成 28 年度事業費：65.0 百万円） 

  →経営安定・強化を図るために行う施設、機械、設備整備事業への支援 

(9)林業・林産業担い手育成事業補助金（平成 28 年度事業費：0.1 百万円） 

  →事業者の従事者が行う研修への支援 

 (10)林業・林産業人材確保支援事業（平成 28 年度事業費：0.6 百万円） 

  →北海道内農業高校森林科学コースの学生等の実習やインターンシップ受入れの実施 

(11)森林作業員就業条件整備事業補助金（平成 28 年度事業費：0.5 百万円） 

  →就労日数に応じて作業員への奨励金支給 

(12)林業労務改善協議会運営助成金（平成 28 年度事業費：0.3 百万円） 

  →林業関係者の労務改善と福利厚生事業を行う協議会への支援 

(13)地域材振興資金利子補給事業（平成 28 年度事業費：0.9 百万円） 

  →地域材加工流通施設の経営安定、流通合理化のため借入れた資金への利子補給 

(14)製材業事業資金利子補給金（平成 28 年度事業費：1.5 百万円） 

  →製材業等営む者の協同組合に、事業の協働化、工場の集団化、企業構造の高度化、その他林産事業 

に必要な資金を貸し付けた場合の損失補償及び利子補給 

(15)林産協同組合事業補助金（平成 28 年度事業費：1.4 百万円） 

  →地域製材の販路拡大に係る経費への支援 
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(16)快適住まいづくり促進事業（平成 24 年度～） 

  →地域材を活用した住宅建築、改修等に対する支援 

 (17)民間賃貸住宅建設促進事業（平成 28 年度～） 

  →地域材を活用した民間賃貸住宅建設に対する支援 

 (18)新木材加工可能性調査事業（平成 27 年度～） 

  →誘致企業と連携したトドマツ無垢材の低温乾燥技術実証調査の実施 

(19)木質原料製造施設運営事業（平成 24 年度～） 

  →林地残材などの未利用資源を収集し木質燃料の製造と安定供給の実施 

 (20)森林バイオマス資源供給事業（平成 24 年度～） 

  →林地残材収集事業の実施 

 (21)新エネルギー作物栽培研究事業（平成 24 年度～） 

  →バイオマス資源確保及び遊休地利用のためのエネルギー資源作物「ヤナギ」の栽培研究の実施 

 (22)森林バイオマス熱電併給事業化等推進事業（平成 26 年度～平成 29 年度） 

  →森林バイオマス熱電併給事業の推進 

 (23)森林総合産業特区推進事業（平成 24 年度～） 

  →森林総合産業特区の実現に向けた各種事業の推進 

 (24)森林とのふれあい事業（平成 24 年度～） 

  →植樹祭や林業体験バスツアーの開催 

 (25)チェンソーアート普及事業（平成 23 年度～） 

  →森林文化の創造のためのチェンソーアート大会開催への支援 

 (26)森林文化創造事業（平成 24 年度～） 

  →地域材を活用した新木製品開発や森林文化普及啓発活動に対する支援 

(27)森林バイオマス地域熱供給システム面的拡大事業（平成 29 年度～） 

  →森林バイオマス地域熱供給システム面的拡大事業の推進 

 

２ 地方公共団体の権限の範囲内での規制緩和や地域の独自ルールの設定 略 

 

３ 地方公共団体等における体制の強化 略 

 

４ その他の地域の責任ある関与として講ずる措置 略 

 

 

 

(16)快適住まいづくり促進事業（平成 28 年度事業費：22.6 百万円） 

  →地域材を活用した住宅建築、改修等に対する支援 

 (17)民間賃貸住宅建設促進事業（平成 28 年度事業費：20.0 百万円） 

  →地域材を活用した民間賃貸住宅建設に対する支援 

 (18)新木材加工可能性調査事業（平成 28 年度事業費：1.6 百万円） 

  →誘致企業と連携したトドマツ無垢材の低温乾燥技術実証調査の実施 

(19)木質原料製造施設運営事業（平成 28 年度事業費：2.7 百万円） 

  →林地残材などの未利用資源を収集し木質燃料の製造と安定供給の実施 

 (20)森林バイオマス資源供給事業（平成 28 年度事業費：2.8 百万円） 

  →林地残材収集事業の実施 

 (21)新エネルギー作物栽培研究事業（平成 28 年度事業費：0.4 百万円） 

  →バイオマス資源確保及び遊休地利用のためのエネルギー資源作物「ヤナギ」の栽培研究の実施 

 (22)森林バイオマス熱電併給事業化等推進事業（平成 28 年度事業費：6.8 百万円） 

  →森林バイオマス熱電併給事業の推進 

 (23)森林総合産業特区推進事業（平成 28 年度事業費：3.5 百万円） 

  →森林総合産業特区の実現に向けた各種事業の推進 

 (24)森林とのふれあい事業（平成 28 年度事業費：0.6 百万円） 

  →植樹祭や林業体験バスツアーの開催 

 (25)チェンソーアート普及事業（平成 28 年度事業費：1.1 百万円） 

  →森林文化の創造のためのチェンソーアート大会開催への支援 

 (26)森林文化創造事業（平成 28 年度事業費：1.2 百万円） 

  →地域材を活用した新木製品開発や森林文化普及啓発活動に対する支援 

 

 

 

２ 地方公共団体の権限の範囲内での規制緩和や地域の独自ルールの設定 略 

 

３ 地方公共団体等における体制の強化 略 

 

４ その他の地域の責任ある関与として講ずる措置 略 
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別添６ 地域協議会の協議の概要 

地域協議会の名称 下川町総合特区推進協議会 
地域協議会の設置日 平成２３年９月２６日 
地域協議会の構成員 下川町 

下川町森林組合 
北はるか農協下川支所 
下川町商工会 
下川林産協同組合 
北星信用金庫下川支店 
 

協議を行った日 （第１回） 
平成２３年９月２６日 協議会を開催 
（第２回） 
平成２４年２月１４日 協議会を開催 
（第３回） 
平成２４年６月１５日 書面協議 
（第４回） 
平成２８年４月２６日 協議会を開催 
（第５回） 
平成３１年１月１０日 書面協議 

協議会の意見の概要 （第１回） 
別紙のとおり 
（第２回） 
別紙のとおり 
（第３回） 
特になし 
（第４回） 
別紙のとおり 
（第５回） 
特になし 

意見に対する対応 別紙のとおり 
 

 

別添６ 地域協議会の協議の概要 

地域協議会の名称 下川町総合特区推進協議会 
地域協議会の設置日 平成２３年９月２６日 
地域協議会の構成員 下川町 

下川町森林組合 
北はるか農協下川支所 
下川町商工会 
下川林産協同組合 
北星信用金庫下川支店 
 

協議を行った日 （第１回） 
平成２３年９月２６日 協議会を開催 
（第２回） 
平成２４年２月１４日 協議会を開催 
（第３回） 
平成２４年６月１５日 書面協議 
（第４回） 
平成２８年４月２６日 協議会を開催 
 
 

協議会の意見の概要 （第１回） 
別紙のとおり 
（第２回） 
別紙のとおり 
（第３回） 
特になし 
（第４回） 
別紙のとおり 
 
 

意見に対する対応 別紙のとおり 
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略 

 

〔第５回協議会〕 
 

協議会の意見の概要 特になし 
意見に対する対応 特になし 

略 

 

 


